
















地方税における税負担軽減措置等の適用状況の概要 

○種類ごとの税負担軽減措置等の数及び適用額の総額の状況

  令和５年度分として把握した種類ごとの税負担軽減措置等の数は 242 であり、適用額の総額は以下のとおりで 

ある。 

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

法人住民税 税額 1 36億円 1 57億円 1 107億円

個人事業税
課税標準
（所得）

1 10,560億円 1 12,138億円 1 12,617億円

法人事業税
課税標準

（付加価値額）
1 4,836億円 1 5,336億円 1 10,168億円

課税標準
（資本金等の額）

9 16,696億円 9 17,853億円 10 17,989億円

課税標準
（所得）

1 7,095億円 1 11,569億円 1 9,218億円

課税標準
（収入金額）

7 46,096億円 8 41,219億円 8 53,560億円

税額 3 66億円 3 94億円 3 105億円

不動産取得税
課税標準

（不動産の価格）
29 79,462億円 30 84,283億円 30 83,698億円

税額 11 883億円 11 962億円 11 1,004億円

ゴルフ場利用税 税額 1 0.0億円 1 0.0億円 1 0.0億円

軽油引取税 税額 3 779億円 3 772億円 4 768億円

税　目 種類

令和３年度 令和４年度 令和５年度
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（注1） 適用額の総額は、1 億円未満は四捨五入している。 

ただし、適用額の総額が 1 億円に満たない場合は 0.1 億円未満を四捨五入している。 

また、税負担を増加させる措置又は特例については、適用額の総額に含まない。 

（注2） 〔 〕内の数値は、課税標準（事業所床面積（㎡））に 600 円／㎡の税率を乗じたものである。 

（注3） 上段の税負担軽減措置等と同一の条文で規定しており、総数（令和５年度は 242）には含まない。 

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

税負担軽減
措置等の数 適用額の総額(注1)

自動車税
課税標準

（自動車の取得価額）
2 937億円 2 60億円 2 139億円

税額 5 436億円 5 108億円 5 97億円

鉱区税 税額 1 0.5億円 1 0.5億円 1 0.5億円

狩猟税 税額 5 9億円 5 9億円 5 9億円

固定資産税
課税標準

（固定資産の価格）
77 63,165億円 79 58,788億円 81 58,540億円

税額 13 1,331億円 13 1,365億円 13 1,371億円

軽自動車税 税額 2 26億円 2 0.1億円 2 3億円

事業所税
課税標準

(事業所床面積（㎡））
26

5,343万㎡
〔321億円〕(注2)

26
5,187万㎡

〔311億円〕(注2)
26

5,412万㎡
〔325億円〕(注2)

課税標準
(従業者給与総額（千円）)

(11) 5,646億円 (11) 5,613億円 (11) 5,802億円

都市計画税
課税標準

（固定資産の価格）
33 5,637億円 34 5,654億円 35 5,421億円

税額 1 0.0億円 1 0.0億円 1 0.0億円

税　目 種類

令和３年度 令和４年度 令和５年度

（注3） （注3） （注3）
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